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まえがき 

この規格は，工業標準化法に基づき，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本

工業規格である。 

これによって，JIS Q 15001:1999 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の

実用新案登録出願に抵触する可能性があることに注意を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会

は，このような技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の実用新

案登録出願にかかわる確認について，責任をもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 Q 15001：2006 
 

個人情報保護マネジメントシステム－要求事項 
Personal information protection management systems－Requirements 

 
1 適用範囲 

この規格は，個人情報を事業の用に供している，あらゆる種類，規模の事業者に適用できる個人情報保

護マネジメントシステムに関する要求事項について規定する。 

事業者は，次の事項を行う場合に，この規格を用いることができる。 

a) 個人情報保護マネジメントシステムを確立し，実施し，維持し，かつ，改善する。 

b) この規格と個人情報保護マネジメントシステムとの適合性について自ら確認し，適合していることを

自ら表明する。 

c) 組織外部又は本人に，この規格に対する個人情報保護マネジメントシステムの適合性について確認を

求める。 

d) 外部機関による個人情報保護マネジメントシステムの認証／登録を求める。 

 

2 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

2.1 

個人情報 

個人に関する情報であって，当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述などによって特定の個人

を識別できるもの（他の情報と容易に照合することができ，それによって特定の個人を識別することがで

きることとなるものを含む。）。 

2.2 

本人 

個人情報によって識別される特定の個人。 

2.3 

事業者 

事業を営む法人その他団体又は個人。 

2.4 

個人情報保護管理者 

代表者によって事業者の内部の者から指名された者であって，個人情報保護マネジメントシステムの実

施及び運用に関する責任及び権限をもつ者。 

2.5 

個人情報保護監査責任者 

代表者によって事業者の内部の者から指名された者であって，公平，かつ，客観的な立場にあり，監査




